




























































































































































































































小島村 1，019 1，0282，0479491，0421，99191．1 93ユ101．497．3 78 128206 8．2 12310．3
川俣町 3，175 3，324 6，499 4，247 4，963 9，21085．6133．8 149．3141．71，6982，153，85140．0 43．4 41．8
飯坂村 9428781，8208908671，757 102．794．5 98．7 96．562 84146 7．0 9．7 8．3
大綱木村 470 439 909436 414850105．392．8 94．3 93．515 17 32 3．4 4．1 3．8
小綱木村 7877051，492751 6651，416 112．995．4 94394．9 28 2351 3．7 3．5 3．6
富田村 2，456 2，509 4，965 2，0662， 324，29892．6 84．1 89．0 86．676 102 1783．7 4．6 4．1


















































































































































































































川俣町 富田村 大久保村 飯野町 福田村 飯坂村 小綱木村 大綱木村 小島村
男　性 110 11 1 2























































































































































































平均従業員数 17．5 22．1 8．0 16．5 15．3 38．7 9．9 26．4 13．5 14．6 11．9
18歳未満従業員割合
@　（女性）＊






















































































































































































































































1～20台 21～50台 51台以上 計
（105事業所） （88事業所） （38事業所） （231事業所）
適　　　当 83．6 60．5 47．1 66．8
過　　　剰 0．0 3．5 8．8 3．1





















＊ 対 よそに仕事を回す 8．3 3．2 6．7 5．2??
持ち台数を増やす 8．3 6．5 13．3 8．6
その他 8．3 0．0 0．0 1．7
今 転廃業する 14．3 14．0 5．7 9．9?
家族だけでも続けていく 79．8 56．0 8．6 57．6?
織機台数を減らす 1．2 6．0 143 5．4?
自動織機の導入 0．0 7．1 8．6 4．4




1．2 10．7 45．7 12．8
＊
＊ その他 1．2 1．2 2．8 1．5
資料：福島県中小企業団体中央会・福島県絹人繊織物構造改善工業組合（1980：62）により作成。
’全体の回答率は83．5％。
＊’ S体の回答率は87．8％。
始め，産地の縮小傾向は一層明瞭になる。1980年代にはインタビュー対象者の中に工場閉鎖
や機屋の廃業によって職を失う例が目立つようになる（表6）。この中で最も若いK－18でも，
失職時の年齢は43歳であり，4人は50歳代以上での失職である。しかしこれを機に働くこと
を辞めた人は1人もおらず，このうち3人は再び機屋に職を得ている。ここに川俣地域の女性
が持つ勤労規範の強さが伺われると同時に，機業労働へのこだわりを見て取ることも可能では
ないだろうか。また，すでに産地が縮小再生産に陥りつつあっても，操業を継続する機屋は経
験豊富な女性労働者であれば採用していたとみられる。
　度重なる過剰織機の処分や構造改善事業の中で，戦後の機業復興期から産地を支えてきた女
性労働者たちは，1980年頃から親世代の介護の必要性や自身の高齢化を契機として次第に労
働市場から退出を始める。機屋を退職した後も，箴通しの内職などの形で機業に関わる者もい
たが，最終的には2000年代の初頭には，ほとんどのインタビュー対象者が仕事を辞めている。
戦前世代の退職は，川俣機業労働市場の実質的な消滅を意味していた。
88
在来型産業地域の構造変容と地域労働市場
VI．おわりに
　本稿では，通勤圏と労働力移動圏とに焦点を当てながら，川俣地域の織物業の歴史的変遷と
地域労働市場の変容とを関連付けて分析してきた。きわめて単純化していえば，川俣地域の織
物業労働者に関しては，労働力移動圏・通勤圏ともに狭域化する方向で変化してきた。力織機
導入以前の川俣地域の織物業は，福島県外にまたがる広い労働力移動圏を持っていたが，力織
機の導入が進むにつれて労働力供給の中心は周辺農村部に移行した。昭和に入ると周辺農村部
からの通勤者が増加するが，通勤圏外出身者もなお一定の割合を占めており，寄宿や住み込み
で働く年季女工もみられ，実際にそうした経験をしたインタビュー対象者も存在する。
　川俣機業の戦後復興期と位置づけられる1950年代には，寄宿や住み込みの形態は零細機屋
にわずかに残存したものの，織物業の製織労働力の多くは周辺農村部から通勤する若年女性に
よって担われるようになる。戦後の川俣地域の織物業を支えた女性労働者は，主として1920
年代から終戦までに生まれ，1950年代までに入職した世代であった。1950～60年代の川俣機
業では，労働者の移動性が高かったと認識されているが，機屋による製織労働者の引き抜き合
戦や高賃金を求める女性労働者の機会主義的転職のみがその原因であったわけではない。イン
タビュー対象者の職歴からは，生糸相場に左右される投機的な経営によって，機屋の生産縮小
や廃業が頻繁に起こったことで，女性労働者がしばしば非自発的離職を迫られていたことが分
かる。
　1960年代は化合繊メーカーによる産地の系列化が進んだ時期であり，大都市圏の労働市場
との競合や進学率の向上などによって若年労働力の確保が困難になった時期でもあった。それ
以前に入職した世代は，この時期に結婚や出産の時期を迎えた。彼女たちの多くは，織物業に
従事し続けたが，しばしば家事・育児との両立のため，結婚・出産を機に住居近くの機屋に転
職した。こうして女性労働者の通勤限界が縮小したため，個々の機屋の潜在的な労働力調達圏
は縮小した。
　1970年代に入ると，進出企業が増加し，織物業従事者が進出企業に流出する現象も起こっ
た。織物業が構造不況業種化し，高付加価値製品の生産への転換が叫ばれる中，川俣地域の織
物業は定番量産品の生産から抜け出すことができなかった。比較的規模の大きい機屋は労働力
を確保して織機の稼働率を維持する意向を持っていたが，織物業への若年労働力供給はほとん
ど望めず，織物業従事者数は急減に転じた。非自発的離職を経験するインタビュー対象者がみ
られたことに象徴されるように，1980年代には工場閉鎖や機屋の廃業が頻発する。織物業を
支えてきた世代の女性たちの引退と並行して，産地は解体へと向かい，現在に至っている。
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　本稿を通じて，以下のようなことがいえるであろう。まず，地域労働市場の変容過程は，労
働力の需要側である産業の論理だけで説明できるものではないということである。進学か就職
か，就職するとして集団就職などの形で川俣地域を出るのか地元に残るのか，地元に残るとし
て機屋に就職するか進出企業などに就職するのかといった意思決定に基づく女性労働者の行動
が，機屋の労働力需要と相まって，その時々の地域労働市場の態様を作り出している。こうし
た労働者の行動の背景には，労働力の主たる供給源であった周辺農村部農家の世帯としての労
働力供給戦略や，実際に労働する若年女性の職業意識などがあり，それらを明らかにする必要
がある。残念ながら本稿は，そうした点を十分に分析し得なかったが，今後インタビュー記録
の分析を進める中で取り組むべき課題であると認識している。
　関連して，戦後の川俣地域の織物業を支えた女性労働者は，主として1920年代から終戦ま
でに生まれ，1950年代までに入職した世代であり，そのライフコースは地域労働市場の変容
と重ね合わせて理解できることが明らかになったであろう。彼女たちは結婚・出産後も仕事を
続け，若年労働力の供給が停止し，織物業が構造不況産業化した後も，生産を担う労働力とし
て衰退へと向かう産地を支え続けた。彼女たちが加齢とともに労働市場から撤退し，織物業の
担い手がいなくなったことが，川俣地域の織物業にとって決定的な打撃となったのである。通
勤圏が傾向的に縮小してきたこともまた，未婚時は実家から通勤し，結婚に伴って旧町内に流
入し，出産などを機により住居に近い機屋に転職するというライフコースの進展に沿った就業
行動と関連づけられる。逆に戦後復興期の機屋の投機的性格や産地衰退期の工場閉鎖や機屋の
廃業は，女性労働者のライフコースに影響を与えている。
　Herod（1997）は，従来の経済地理学は，企業の意志決定や資本の運動によって，空間が差
異化され，資本主義の経済景観（economic　landscape）が創り上げられていくプロセスを明
らかにすることに傾倒していたと批判している。そこでは労働者は労働力商品に還元され，そ
の空間的分布が記述されることはあっても，労働者を空間編成の主体とみる発想はなかった。
したがって，地域労働市場の特質は，その地域において支配的な産業の特性によって決定され
るとみなされ，労働力を供給する労働者や世帯の行動や意識に光が当たることは少なかった。
こうした経緯を踏まえ，経済景観を作り出す行為主体性を持った存在として労働者を位置づけ，
労働者の視座から経済地理学を再構築しようとする「労働の地理学」という研究潮流が活発化
している（23＞。本稿もまた，「労働の地理学」を意識して書かれたものである。
　「労働の地理学」の発展に大きく貢献したPeck（1996）は，労働市場を分析するに当たり，
労働力の需要，供給に加え，労働市場の社会的調整に着目することが重要であるとしている。
川俣地域においても，構造改善事業や産地振興計画の実施によって織物業における労働力の需
給が調整されてきたし，企業誘致を巡る川俣町および周辺の自治体の取り組みが，川俣地域の
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労働市場に影響を与えていることは間違いない。労働基準監督署の取り締まりや福祉国家化に
伴う社会保障の整備といったナショナルな制度も，川俣地域というローカルなスケールにおい
て地域的文脈と結び付き，労働力の需給を調整する固有の要因となっているように思われる。
労働力の社会的調整に目配りした分析については，稿を改めて展開したい。
付　記
　本稿は科学研究費基盤研究（B）「戦後日本における『女性職』の形成・定着過程に関する実証的研究」
（研究代表者。木本喜美子，2007～2009年度）の成果であり，その骨子は2010年度日本社会学会大会
にて報告した。本稿は研究グループによる共同研究の成果であるが，ありうべき誤謬は筆者の責任であ
る。本稿脱稿後，東北地方太平洋沖地震が発生した。調査にご協力いただいた方々をはじめ，住民の皆
様は不安な日々を送られていることと存じます。心よりお見舞い申し上げます。
〈註〉
（1）　本稿では，特定の職場や中心地（本稿の場合は川俣地域）を着地とする労働力移動について，そ
　　の発地の分布から見いだされる圏域を労働力移動圏と呼ぷ。ここでいう労働力移動とは，通勤圏外
　　から通勤圏内に住居を移す移動を指す。通勤圏と同様に，労働力移動圏も境界線によって判然と分
　　かたれるものではない。
（2）以下の説明を執筆するに当たっては，Peck（1996），　Castree　et　al（2004）を参考にした。
（3）小金澤ほか（2002）をも含む形でまとめられた青野ほか（2008）は，産業構造の転換に直面した
　　機業地域の動態的地誌として，きわめて高い完成度を誇っている。
（4）　インタビュー対象者の出生年は1920年代6人，1930年代10人，1940年代6人であり，最高齢
　　者は1923年の出生，最も若い対象者は1944年の出生であった。高等女学校を卒業した1人を除き，
　　すべてのインタビュー対象者は，旧制の尋常小学校卒または高等小学校卒，あるいは新制の中学校
　　卒である。
（5）　川俣地域における絹織物女性労働者の生活史に関しては，地元の女性たちの手になる貴重な報告
　　書（斎藤編，2004）がすでに存在する。われわれのインタビュー対象者の多くは，報告書の編者で
　　ある斎藤幸子氏に紹介していただいた方々である。
（6）　こうした分析を進めるに当たっては，世帯の変動や外部環境の変化と関連付けながら，結城紬の
　　織り手のライフヒストリーを描き出した湯澤（2009）のアプローチが参考になる。ただし同じ織物
　　業でも，羽二重と紬では生産工程がまったく異なるため，必然的に産地の構造や労働過程もまった
　　く異なる。
（7）　川俣町町勢要覧資料編（平成22年度版）によれば，2007年の川俣町における繊維工業の事業所
　　数は13である。なお，産業分類の変更によって衣服・その他繊維製品製造業が繊維工業に統合さ
　　れたため，2008年の同事業所数は23となっている。
（8）　K－1（整理番号である。以下同様）は，近所の世話人の紹介で，女工だけで100人ほどいるかな
　　り大規模な織物工場（福島市）に就職し，3年間寄宿舎生活を経験した。父親が仕送りを期待して
　　年期契約をしたようであったが，期待した仕送りが得られなかったので実家に連れ戻され，実家か
　　ら川俣地域の機屋に通うことになる。K－2は尋常小学校卒業後，川俣町の機屋Aに年季奉公に出
　　された。6年ほどの年季奉公のうち，準備から製織まで一通りの工程を経験したが，奉公に出た当
　　初は子どものお守りや家事などをしていたという。彼女は14歳の頃，年季奉公は嫌だと思って逃
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　　げたが，父親に「おめは金借りてんだから働いて年季を終わらせろ」と殴られ，奉公先に帰ったと
　　いう。
（9）転廃業者のうち，51業者は軍需産業に転換し，操業を続けた機屋も，36業者が軍需織物を手掛
　　け，47業者が指定生産物を製織した。転業者の中には，東京芝浦工業株式会社の専属協力工場と
　　して1943年に設立され，軍用の電気・機械部品などを生産した川俣精機の設立に加わった者もい
　　る。こうして川俣地域の織物業は，実質的に軍需産業に転じたのである（川俣町史編纂委員会，
　　1982　：908）o
（10）　これは，可燃性の高い布常類で作られた衣服類への引火による事故や火災を防止する目的で制定
　　された。ここでいう可燃性織物の定義は，幅2インチ，長さ6インチの平織物を水洗，乾燥させた
　　後，4秒以内で燃焼するものであり，羽二重であれば4．5～5匁はないとこの条件を克服できない。
　　1953年に福島県で生産された羽二重の85．6％は4匁以下であったから，軽目羽二重を以て聞こえ
　　る川俣地域にとっては，この出来事は大きな打撃であった（福島県織物同業会，1984）。
（11）　福島県（1966）によって1963年の輸出絹織物の検査成績を全国と福島産地で比較すると，高品
　　位である合格（赤）の割合は，全国が71．5％であるのに対し，福島産地では61．9％である。また，
　　不合格の理由が製織である割合は，全国が80．0％であるのに対し，福島産地は86．7％である。福島
　　産地のかなりの部分は川俣地域の状況を反映しているので，川俣地域の機屋の製織技術は低かった
　　といわざるを得ず，製織工程において高付加価値を目指す路線を採る機屋は少なかったとみられる。
（12）　川俣地域の機屋では，好不況による賃金の変動も大きかったようである。中小企業庁・大阪府立
　　経済研究所（1956）は，1955～1956年に実施した調査に基づいて，「川俣機業は投機性に富み，好
　　況，不況の波によって従業者の月平均賃金の差異も大きい。好況期における月平均賃金は約
　　6～7，000円，不況期には1，500～2，000円の低賃金であり，これは全国平均賃金よりはるかに下まわ
　　るものである」と記している。
（13）表7のうち，川俣羽二重協同組合は，正確には系列ではなく，品目的にもどちらかというと羽二
　　重などの絹織物・絹交織織物を手掛けている機屋が多いが，福島県（1963，1964）においては一つ
　　の企業グループとして系列と同様に扱われているため，掲載した。
（14）福島県（1964）によれば，1963年において系列下にある機屋は163であり，その従業員数は
　　2，490人であったのに対し，系列外の機屋は確認できただけで105あり，その従業員数も924人に
　　上った。
（15）　山川ほか（1984：34－35）に掲げられた29の機屋のうち，7業者は1960年以降に創業された個
　　人経営の機屋である。このうち5業者はほかの機屋の下請けである。残る2業者は東レの系列に分
　　類されているが，備考には事実上別の機屋の下請けと記されており，化合繊メーカーと直接取引し
　　ているわけではないようである。なお7業者のうち，5業者は農家，2業者は会社員が設立した機
　　屋である。
（16）　福島県統計年鑑によれば，1965年度に福島県内の高校を卒業して就職した女性6，851人のうち，
　　繊維工業に就職したのは277人（4．0％）であった。
（17）　福島県統計年鑑によれば，1967年度に福島県内の高校を卒業して就職した女性は7，941人おり，
　　このうち4，804人（60．5％）が製造業に，1，619人（20．4％）が繊維工業に就職している。なお，電
　　気機械器具製造業には1，210人が，衣服，その他繊維製品製造業には941人が，サービス業には
　　1，639人が就職している。高校卒業後に就職した女性の43．8％（3，477人）は県外に就職しており，
　　うち2，563人は製造業に職を得ている。ここからも，織物業以外への就職者が増加していることや，
　　県外への労働力の流出がうかがえるが，繊維工業への就職者数の絶対数は依然として多く，一見す
　　ると産地内の織物業への就職者数の少なさと矛盾するように思われる。この点に関しては改めて精
　　査したいと考えているが，福島県の繊維工業への就職者のうち，相当部分は紡績や織物の大工場や
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　　ニット工場に就職していたのではないかと思われる。
（18）　田村（1985）では，川俣地域と同じ絹織物業地域である秩父において，1960年代後半以降，織
　　物業の衰退を背景としてキヤノンの子会社（A社）が地域的生産体系を構築していったプロセス
　　を分析している。そこではA社が機屋を中心とした織物業関係の転業者を，機械部品の加工・組
　　立工程の下請けとして組み込んでいったことが明らかにされている。労働力に関しては，機械工業
　　の展開は工業労働力全体の若年化をもたらし，男女間の賃金格差を縮小させたが，それは男性の賃
　　金を低く抑えながらより多くの低賃金労働力を動員したことの帰結であり，結果的に他地域との賃
　　金格差は拡大したとしている。
（19）X社のご好意により，資料をご提供頂いた。
（20）操業年およびそれ以前に採用された女性従業員を指す。
（21）採用された日時から，そのように判断した。
（22）初澤（1999）は1990年代の川俣地域における織物業の生産構造を報告している。この時点でも，
　　一部の機屋しか自動織機・超自動織機を導入していなかった。
（23）　「労働の地理学」の展開については，中澤（2010）を参照。
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The　transition　of　indigenous　silk　weaving
　　　　industry　and　the　local　labor　market：
acase　of　Kawamata　region，　Fukushima　prefecture
NAKAZAWA　Takashi
　　　The　purpose　of　this　paper　is　to　investigate　the　transition　of　the　local　labor　market　in
relation　to　the　production　system　of　silk　weaving　industry，　households’strategy　of　labor
supply，　and　trajectories　of　life　course　of　the　weavers．　The　study　area　is　Kawamata　region
in　Fukushima　prefecture，　which　is　a　small　town　in　the　mountains　and　famous　as　a　pro－
duction　area　of　thin　silk　cloth．
　　　Economic　geographers　tend　to　regard　the　behaviors　of　workers　in　a　locality　as　a
reflection　of　the　imperative　of　the　leading　industry．　The　scholars　who　agree　with“1abor
geography”rightly　appreciate　the　workers　agency　to　configure　the　economic　landscape．
The　author，　also　siding　with“labor　geography”，　maintains　that　the　trajectory　of　the
status　of　silk　weaving　industry　and　its　labor　market　in　Kawamata　region　is　closely　inter－
twined　with　the　life　courses　of　female　workers　belonging　to　a　specific　generation，　based
on　the　in－depth　interviews　and　some　historical　data．
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